
関経連を含む北陸・中部以西の６つの経済連合会（北陸・中部・関西・中国・四国・九州）で構成される
｢西日本経済協議会（以下、西経協）｣ は、西日本としての意見をとりまとめ国政への要望活動を実施している
ほか、近年では災害復興支援や会員企業を対象としたアンケート調査に基づく防災対策の検討など、
西経協の枠組み・つながりを活用した取り組みにも力を入れている。
今号では西経協のこれまでの歩みや連携を生かした活動について振り返るとともに、
今年10月に京都市で開催した年次総会や11月に実施した要望活動について紹介する。

西日本経済協議会
―西日本が拓く新時代―

西日本経済協議会とは

　西日本を構成する６つの地域（北陸・中部・関西・中
国・四国・九州）は、地理的距離が近いこともあり、
歴史・経済・文化的に結びつきが強い。この西日本各
地の６つの経済連合会が、産業人の立場からより良き
西日本を実現するために連携・協力する場として1965
年６月に設立したのが西経協である。
　設立宣言には ｢西日本全域の調和のとれた発展のた
めに地域間に於ける連携と協力を図ると共に中央偏重
の行政、経済政策に対してもその是正に協力し、その

要望を国政に反映する事により各地域の発展、福祉向
上に資する｣ と記されている。設立から現在に至るま
でその思いは脈々と受け継がれており、経済情勢や政
治課題、そして西日本の経済界全体として取り組むべ
きテーマについて活発に議論し、国政への反映をめざ
して共同で意見を取りまとめ、政府与党等に対し要望
を行うという活動が続けられている。
　活動内容や会合開催の調整・実務を担う幹事は、６
経済連合会が１年ごとに持ち回りで務めており、今年
度の幹事は当会が担当している。
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西経協の連携を生かした活動

 時代を反映した共同声明・要望　　　　　　　
　これまで西経協では時代に即した共同声明の発表、
要望活動などに取り組んできた。例えば1965年の設立
総会では、1970年の大阪万博の開催が正式決定した直
後ということもあり、大阪万博に向け全西日本に対す
る公共投資を重点的に行うべきとの声明を発表した。
また、1973年には企業活動に重大な影響を与えたオイ
ルショックへの対応策を打ち出すべく緊急代表者会議
を開催し、物価高騰を鎮静させるための最終需要の抑
制などを求める提言を取りまとめた。その他、1980年
には重点ナショナル・プロジェクトとして関西新国際空
港を建設する決意を表明し、東京佐川急便事件をきっ
かけに政治不信が広まった1992年には、政治倫理の確
立､ 政治資金規正法の改正､ 中選挙区制度の見直しな
ど政治改革に関する要望決議を行った。
　ここ数年を振り返ると、大阪・関西での国際博覧会
開催に向け正式に立候補を届け出た2017年に開催した
第59回総会では、｢2025年国際博覧会の大阪・関西誘
致に向けた共同宣言」を採択。さらに2018年には、企
業が自主的に取り組む防災・減災対策としての設備投資
に対する税制優遇措置である「国土強靱化税制」の整備・
創設について、西経協を構成する６経済連合会に北海
道経済連合会、東北経済連合会を加えた８団体による
共同提言をまとめ、政府与党に対し要望を実施した。

 西経協の枠組み・つながりを活用した　　　　
 　 その他の取り組み　　　　　　　　　　　　　

　近年では、共同声明・提言・要望にとどまらず、西
経協の枠組み・つながりを活用した取り組みも行い、
活動の幅を広げている。
　｢西日本広域観光ルート検討会」の活動はその一例で
ある。2010年開催の第52回総会で中国や東南アジアか
らの観光客を西日本に誘致するために大阪－東京間を
巡る ｢ゴールデンルート｣ と並ぶ「西日本広域観光ルー
ト」、いわゆる「エメラルドルート」の創設が決議され
たことを受け、その推進組織として各団体等をメンバー
に、事務局を関経連とする ｢西日本広域観光ルート検
討会」が設置された。検討会は、観光庁の支援・協力
も受けながら、まずは中国、特に上海周辺の富裕層の
誘客を目的に上海地域の旅行社17社を対象としたファ
ムトリップや下見・視察ツアーを実施。参加各社を中
心に旅行商品の開発や販売への働きかけを継続的に行
うことでインバウンド客数の増加をはかった。2015年

度にはこの活動により催行された中国旅行社のツアー
に1,300名以上が参加している。検討会では旅行博
への出展や
｢ エ メラ ル
ド ル ート ｣
を紹介する
パンフレッ
トの制作な
ども行った。
　2011年に
起こった東
日本大震災
という未曽
有の大災害
に対しては、西経協としてオール西日本で被災地の復興
支援を進めるとの思いのもと、震災の翌月には当会の
下妻博会長（当時）を本部長とする「西経協震災復興支
援本部」を設置し、震災復興に向けた活動を開始した。
具体的には、風化・風評被害の防止を目的に被災地の
現状ならびに支
援の取り組み事
例について情報
発信を行う「東
日本大震災復興
支援シンポジウ
ム」を開催した
り、直接的支援
としてボランティアバス「西経協号」により当会会員
企業のボランティアや６経済連合会の職員を現地に派
遣し、がれき処理や農業・漁業の復興支援活動を行っ
たりした。
　こうした事象や活動が相まって防災・減災への関心
が高まったこともあり、西経協では防災に関するアン
ケート調査や企業ヒアリングにも取り組んできた。

 今年度は企業の防災対策等に関するアンケート
　　調査を実施
　2019年は、前年に発生した大阪府北部地震、西日本
豪雨や台風21号などの自然災害が企業の生産活動に大
きな影響を与えたことを受け、西経協として企業の防
災・減災対策の推進に重点的に取り組むこととし、そ
の一環として当会の国土・広域基盤委員会が中心とな
り、西経協の全構成団体の会員企業を対象とするアン
ケート調査を実施した（P.4図）。調査結果は第61回総
会決議にも反映されている。

｢エメラルドルート｣ パンフレット
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第61回総会を開催し、決議を採択

 第61回総会　　　　　　　　　　　　　　　　
　今回の第61回総会は「活力ある強靱な地域の創生
に向けて～西日本が拓く新時代～」をテーマに、10月
11日、京都市内にて開催、６経済連合会の会長をはじ
め約180名が出席した。
　開会挨拶で当会の松本正義会長は、日本経済は緩や
かな回復が続いているものの、世界では米中貿易戦争
の深刻化、英国のＥＵ離脱問題による混乱、日韓関係
の悪化など不安定な状況が続いているとの現状認識を
示した上で、「日本の持続的成長に向けては西日本が各
地域の魅力を最大限に発揮させ、活力ある強靱な地域
を創りあげて成長を遂げていかなくてはならない」と、
西日本が一体となり地域の力を伸ばすことが日本の成
長にもつながると呼びかけた。
　続いて昨年度の幹事である中部経済連合会の豊田鐵郎
会長から前年度活動報告が行われた後、６経済連合会
の代表者による意見発表が行われた。当会からは牧野明
次副会長が「大阪・関西万博」「スポーツ」「ベンチャー・
エコシステム」「防災」「エネルギー」の５つのテーマに
ついて取り組み状況や当会の考えなどを中心に語った。     
 満場一致で第61回総会決議を採択　　　　　　
　代表者による意見発表を受けて、幹事である当会よ
り決議案を提示し、満場一致で今年度の総会決議とし
て採択された。

特別記念講演　

京都花街の経営学
～舞妓さん育成と
　一見さんお断り～
               ◆西尾久美子
　　　　　　 京都女子大学現代社会学部教授　

　350年続く京都花街の経営戦略の鍵は付加価値の

高い ｢おもてなし｣ にある。京都以外からも芸舞妓

のなり手を積極的に受け入れていることもあり、未

経験の少女たちを短期間に ｢おもてなし｣ ができる

人材に育てられるよう、置屋の ｢お母さん｣・先輩芸

妓である ｢お姉さん｣、時にはお客さまも加わって行

われるOJTとOff-JT（踊りなどの芸を学ぶ学校によ

る教育）を組み合わせた育成システムが確立されて

いる。明確な評価制度やわかりやすいキャリア・パ

スも芸舞妓のモチベーションにつながっている。

　京都花街では、お茶屋の顧客の紹介がなければ新

規の顧客となることができない会員制度（一見さん

お断り）をとっており、さらには顧客の通うお茶屋は

１つの街に１軒と決まっている。これは顧客情報の

蓄積によりニーズに合ったサービスを提供し、安定

的・継続的な関係を築くためのシステムである。花

街同士はおもてなしの質や独自性を競う関係にあり

ながらも協業する柔軟性も有しており、この「価格

ではなく価値を競う事業スタイル」や ｢人材育成を

核とする経営｣ が業界に人を引き寄せ、伝統文化産

業としての地位を維持する力の源となっている。

図 企業の防災対策等に関する
　 西経協アンケート調査

防災・減災対策に係る支援について、最も必要と感じるもの（３つ回答）

対　象：西経協の構成団体の
　　　　会員企業2,659社
期　間：2019年5月31日～6月30日
回答数：769社（回答率：約29％）

調査結果のポイント　
○多くの企業が防災・減災対策を行
う際に必要な支援としてあげたの
は、｢国・自治体からの補助金」「Ｂ
ＣＰの策定に関する情報提供」｢税
制優遇」｢使いやすいハザードマップの提供」。

○既存の税制優遇や補助金対象が中小企業に限定されるものが多いため、支援対象の拡充を求める意見もあった。
○「ＢＣＰの策定に関する情報提供」については、現行のＢＣＰに対する評価や専門家のアドバイス、事例紹介を求める
　意見があった。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆
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麻生財務大臣（左）
菅官房長官（右）への要望

　総会決議は２部構成となっている。「活力ある地域を
創生する取組み」と題した第１部では、今年度の重点
決議事項である３項目、「イノベーション基盤の強化」

「災害対応力の強化」そして「広域観光・広域行政の推
進」に関する要望事項をまとめている。第２部「地域の
成長を支える社会基盤の整備」では、かねてから継続
的に要望している「交通インフラの整備」と「エネルギー
の安定的供給体制の構築と省エネ型社会の形成」の２
項目を継続的決議事項として整理している（表）。

　また、2017年の第59回総会にて目指す目標（ＫＰＩ）
として設定した「2020年度西日本ＧＲＰ300兆円の達
成」「2020年西日本外国人延べ宿泊者数6,000万人
泊」に加え、今回、西経協として「2025年までに西日
本で開業率10％台」という新たなＫＰＩを設定すること
とし、今年度重点決議事項とした３項目に関する６経
済連合会の取り組み事例とともに決議の関連資料に盛
り込んだ。

総会決議を政府与党に要望

　松本会長をはじめとする６経済連合会の会長らは、
11月13日、麻生太郎 財務大臣、高市早苗 総務大臣、
赤羽一嘉 国土交通大臣、菅義偉 内閣官房長官、自由
民主党の二階俊博幹事長や岸田文雄政務調査会長等に
対し要望活動を実施した。要望では、総会決議に掲げ
た「活力ある地域を創生する取組み」や「地域の成長
を支える社会基盤の整備」に関する全５項目について、
国の施策に反映されるよう求めた。大臣らからは、個々
の取り組みを通じた各地域経済の発展への貢献に対し
感謝の意が述べられた。また、各要望項目については
日本経済の成長戦略全体にかかわるものであるとして、
｢しっかりと受け止め、結果を出せるよう頑張りたい｣
旨の発言があった。

　アンケートの実施をはじめとした今年度の取り組み
を通じ、西日本各地域のつながりはより強固になったと
いえる。今後も時宜にかなったテーマについて西経協
の枠組み・つながりを最大限に活用した取り組みを推
進することで、西日本から新たな時代を拓いていく。

　（企画広報部 行方友康）

活力ある強靱な地域の創生に向けて
 ～西日本が拓く新時代～

Ⅰ．活力ある地域を創生する取組み

　１．活力あるイノベーション基盤の強化
　　①ベンチャー・エコシステム構築への支援
　　②産業イノベーションの創出、研究成果の事業
　　　化への支援
　　③イノベーション人材育成への支援
　２．災害対応力の強化
　　①企業の災害対応力向上
　　②国・地域の災害対応力向上
　３．広域観光・広域行政の推進
　　①広域観光を促進する施策の推進
　　②広域行政、地方分権改革の推進

Ⅱ．地域の成長を支える社会基盤の整備

　１．広域連携と国土強靱化に資する交通インフラ
　　　の整備
　　①地方創生回廊実現に向けた広域的な高速交通

ネットワークの早期実現（高規格道路、新幹線、
リニア中央新幹線）

　　②地域のゲートウェイとなる空港、港湾の整備、
機能強化

　２．エネルギーの安定的供給体制の構築と省エネ
型社会の形成

　　①原子力発電所の早期再稼働に向けた安全審査
における効率化・迅速化（審査手続きの簡素化
や諸外国の安全審査等を踏まえた合理化等）、
原子力発電所に対する国による国民への理解
活動の強化

　　②国のエネルギー基本計画を踏まえた将来のエ
ネルギーミックス達成に向けた着実な取組み
の推進

※総会決議全文は関経連ホームページに掲載。

表 西日本経済協議会 第61回総会決議（項目）
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